
​札幌市除雪機械購入補助金交付要綱​

​（目的）​
​第１条　この要綱は、自発的に除雪機械を購入し、除雪を実施する団体に対し、予算の範囲​
​　内で補助金を交付することについて必要な事項を定めることを目的とする。​
​２　補助金の交付については、札幌市補助金等交付規則（令和８年規則第２４号。以下「規​
​　則」という。）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。​

​（定義）​
​第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ​
​　る。​
​　(1)　補助事業　補助金の交付の対象となる除雪機械の購入をいう。​
​　(2)　除雪活動　補助事業により購入した除雪機械を用いて行われる地域の除雪活動をい　​
​　　　　　　　　う。​
​　(3)　補助事業者　第８条第１項の規定による交付決定を受けた団体をいう。​

​（補助対象団体）​
​第３条　補助金の交付の対象となる団体（以下「対象団体」という。）は、次の各号のいず​
​　れかに該当するもので、利潤の追求を目的としないものとする。​
​　(1)　町内会及びこれに準ずる組織。​
​　(2)　各地区において、主として当該地域の除雪を行うために設置された組織。​
​　(3)　公の活動に協力することを目的に設置された組織であり、地域の除雪ボランティアを​
​　　 行うもの。​
​２　前項第２号に該当する組織を新たに設置する場合は、原則として同じ地域内に住所を有​
​　する３世帯以上の住民により構成されるものであることとし、団体の規約及び名簿を定め​
​　るほか、作業予定箇所沿線の半数以上の地権者から同意書を得ること。​
​３　過去にこの補助金の交付を受けた実績のある団体が、新たに除雪機械を購入するため再​
​　度申請する場合は、前回の補助を受けた年度から起算して６年度以上が経過しているこ　​
​　と。​

​（補助対象機械）​
​第４条　補助の対象となる除雪機械は、次の各号のいずれにも該当するものとする。​
​　(1)　歩車道の除雪を行うための、安全装置を備えたハンドガイド型小型除雪機であるこ　​
​　　 と。​
​　(2)　除雪機械の販売を業とする者から購入したもので、新品であること。​

​（補助対象経費）​
​第５条　補助の対象となる除雪機械購入費（以下「購入費」という。）は、前条に規定する​
​　除雪機械を購入するために支払った額のうち、除雪機械本体に係るもの（消費税及び地方​
​　消費税を含む。）に限るものとする。​

​（補助金額）​
​第６条　補助金の額は、前条に規定する購入費の２分の１（その額が５０万円を超えるとき​
​　は５０万円）以内とする。​

​（交付申請）​
​第７条　補助金の交付の申請をしようとする団体は、除雪機械を購入する日の１４日前まで​
​　に除雪機械購入補助金交付申請書（様式１）（以下「申請書」という。）を市長に提出し​
​　なければならない。​
​２　前項の申請書に添付しなければならない書類は、次の各号に掲げる書類とする。​



​　(1)　購入しようとする除雪機械の仕様書​
​　(2)　除雪機械により除雪活動を実施する場所の位置図及び平面図​
​　(3)　当該補助事業の目的等に照らして補助金の交付を受けることが公益上不適当と認めら​
​　　れる法令違反等がない旨の誓約書（様式６）​

​（交付決定）​
​第８条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、申請書等を審査し、補助金を交付​
​　すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付決定をするものとする。​
​２　市長は前項の規定により補助金の交付を決定したときは、除雪機械購入補助金交付決定​
​　書（様式２）により、交付申請をした団体（以下「申請者」という。）に通知するものと​
​　する。​
​３　市長は、補助金を交付しない旨の決定をしたときは、その旨を理由を付して書面により​
​　申請者に通知するものとする。​
​４　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金を交付しない旨の決定​
​　をしなければならない。​
​　(1)　札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２５年条例第６号。以下「暴排条例」​
​　　 という。）第２条第１号に規定する暴力団​
​　(2)　暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員​
​　(3)　暴排条例第７条第１項に規定する暴力団関係事業者​
​　(4)　その他交付目的に照らして補助金の交付を受けることが不適当であると市長が認める​
​　　 者​

​（交付の条件）​
​第９条　市長は、交付決定をする場合において、交付目的を達成するため、次に掲げる条件​
​　を付するものとする。​
​　(1)　第７条第１項及び第２項に規定する申請書又は添付書類の内容を変更しようとする場​
​　　合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。​
​　(2)　補助事業が予定の期間内に完了しない場合若しくは遂行が困難となった場合、又は次​
​　　項の規定により付した交付の条件の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長​
​　　に報告して、その指示を受けること。​
​　(3)　補助事業を中止しようとする場合においては、あらかじめ市長の承認を受けること。​
​　(4)　その他市長が必要と認める条件​
​２　市長は、交付決定をする場合において、除雪の方法その他必要な条件として、次に掲げ​
​　る条件を付するものとする。​
​　(1)　雪山で狭くなった生活道路の除雪や、高齢者や障がい者宅周りの除雪などの、市道で​
​　　行う地域の除雪活動を基本として行うこと。​
​　(2)　補助金の交付を受けた年度から起算して３年度の間、当該除雪機械により前号に基づ​
​　　き除雪を行うこと。​
​　(3)　補助金の交付を受けた年度から起算して３年度の間、各年度の冬季における使用実績​
​　　を記載した小型除雪機使用実績報告書（様式５）を、各年度につき１回以上提出するこ​
​　　と。また、当該除雪機械の管理及び除雪実施状況について市職員が調査を行う場合は、​
​　　それに協力すること。​
​　(4)　補助金の交付を受けた後、団体の当該年度における収支報告書又はそれに類する書類​
​　　を提出すること。​
​　(5)　その他市長が必要と認める条件​

​（補助事業の実施）​
​第１０条　補助事業者は、法令等の規定、交付決定の内容に従い、善良な管理者の注意を　​
​　もって補助事業を行わなければならない。​



​（補助事業の実績報告）​
​第１１条　補助事業者は、除雪機械を購入したときは、速やかに除雪機械購入報告書（様式​
​　３）（規則第１３条に規定する実績報告書をいう。以下「報告書」という。）を市長に提​
​　出しなければならない。​
​２　前項の報告書に添付しなければならない書類は、領収書の写し等の購入実績が確認でき​
​　る書類とする。​

​（補助金の額の決定等）​
​第１２条　市長は、前条の報告書の提出を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて​
​　行う現地調査等により、当該補助事業の成果が交付決定の内容に適合するものであるかを​
​　調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を決定し、除雪機械購入補助金​
​　額決定通知書（様式４）により当該補助事業者に通知するものとする。​

​（是正のための措置）​
​第１３条　市長は、前条に規定する調査の結果、当該補助事業の成果が交付決定の内容に適​
​　合しないと認めるときは、当該補助事業者に対し、必要な是正のための所要の措置をとる​
​　べきことを指示することができる。​
​２　第１１条の規定は、前項の規定による指示に従って措置を行う補助事業について準用す​
​　る。​

​（補助金の交付時期）​
​第１４条　市長は、第１２条の規定による補助金額決定の通知後、速やかに補助金を交付す​
​　るものとする。​

​（除雪活動の実施）​
​第１５条　補助事業者は、法令等の規定、交付決定の内容並びに第１６条第２項及び第３項​
​　の規定による指示に従い、善良な管理者の注意をもって除雪活動を行わなければならな　​
​　い。​

​（状況報告及び指示）​
​第１６条　市長は、除雪活動が適正に行われているかどうかを確認するため必要があるとき​
​　は、補助事業者に対し報告を求め、又は現地調査等を行うことができる。​
​２　市長は、除雪活動が交付決定の内容に従って行われていないと認めるときは、補助事業​
​　者に対し、適正な実施その他必要な事項の指示をすることができる。​
​３　市長は、補助事業者が前項の指示に従わないときは、当該除雪機械の使用の一時停止を​
​　指示することができる。​

​（事情変更による交付決定の取消し等）​
​第１７条　市長は、交付決定をした場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、​
​　当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。​
​　(1)　天災地変その他交付決定の後に生じた事情の変更により補助事業又は除雪活動の全部​
​　　又は一部を継続する必要がなくなった場合​
​　(2)　補助事業者が補助事業又は除雪活動を遂行するため必要な土地その他の手段を使用す​
​　　ることができないこと、補助事業に要する経費のうち補助金によって賄われる部分以外​
​　　の部分を負担することができないことその他の理由により補助事業又は除雪活動を遂行​
​　　することができない場合（補助事業者の責めに帰すべき事情による場合を除く。）​
​２　市長は、交付決定をした場合において、その後の事情の変更により特別の必要が生じた​
​　ときは、当該交付決定の内容を変更することができる。​



​３　市長は、第１項の規定による取消し又は前項の規定による変更をした場合は、当該補助​
​　事業者に対し、速やかにその旨を通知するものとする。​

​（違反等による交付決定の取消し）​
​第１８条　市長は、第１７条第１項の規定による場合のほか、補助事業者が次の各号のいず​
​　れかに該当するときは、交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。​
​　(1)　第１０条並びに第１５条、第２２条又は第２３条の規定に違反したとき。​
​　(2)　偽りその他不正の手段により交付決定を受けたことが判明したとき。​
​　(3)　補助事業の目的等に照らして補助金の交付を受けることが公益上不適当と認められる​
​　　法令違反等があることが判明したとき。​
​　(4)　第８条第４項各号のいずれかに該当する者であることが判明したとき。​
​　(5)　第１６条第２項若しくは第３項又は第１３条第１項の規定による指示に従わなかった​
​　　とき。​
​２　市長は、前項の規定による取消しをした場合は、補助事業者に対し速やかにその旨を通​
​　知するものとする。​

​（補助金の返還）​
​第１９条　市長は、第１７条第１項又は前条第１項の規定による取消しをした場合におい　​
​　て、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限​
​　を定めて、その返還を請求するものとする。​

​（加算金及び遅延損害金）​
​第２０条　補助事業者は、第１８条第１項の規定による取消しに関し、前条の規定による請​
​　求を受けた場合は、当該請求に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当​
​　該請求を受けた額（一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納の額を控​
​　除した額）につき、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第​
​　１７９号。以下「法」という。）第１９条第１項に規定する割合で計算した金額に相当す​
​　る加算金を納付しなければならない。ただし、やむを得ない事情があると市長が認めると​
​　きは、この限りでない。​
​２　第１項本文の規定により加算金を納付しなければならない場合においては、補助事業者​
​　の納付した金額は、前条の規定による請求を受けた額に達するまで、まず当該請求を受け​
​　た額に充てられたものとする。​
​３　補助事業者は、前条の規定による請求を受け、これらの規定により定められた期限（以​
​　下「納期日」という。）までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの​
​　日数に応じ、未納付額（一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納の額​
​　を控除した額）につき、法第１９条第２項に規定する割合で計算した金額に相当する遅延​
​　損害金を納付しなければならない。この場合においては、第１項ただし書の規定を準用す​
​　る。​

​（理由の提示）​
​第２１条　市長は、第１７条第１項若しくは第１８条第１項の規定による取消し又は第１６​
​　条第２項若しくは第３項若しくは第１３条第１項の規定による指示をするときは、補助事​
​　業者に対し、その理由を示さなければならない。​

​（除雪機械の使用等に係る承認）​
​第２２条　補助事業者は、補助金により取得した除雪機械を、交付目的に反して使用し、譲​
​　渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようとする場合は、市長の承認を受けなければ​
​　ならない。ただし、当該補助事業者が交付を受けた補助金の全部に相当する金額を本市に​



​　納付した場合又は交付目的及び当該財産の耐用年数を勘案して市長が別に定める期間を経​
​　過した場合は、この限りでない。​

​（書類の整備等）​
​第２３条　補助事業者は、除雪機械の購入に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を​
​　常に整備するとともに、当該補助事業を完了した日の属する年度の翌年度の４月１日から​
​　５年間保存しなければならない。​

​（委任）​
​第２４条　この要綱の施行に関し必要な事項及び書類の様式は、建設局長が別に定める。​

​　　附　則​
​この要綱は、令和８年７月３１日から施行する。​


